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第３期鳥栖市障害福祉計画の分析及び評価  

１ 障害福祉サービス 

⑴ 訪問系サービス 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ２５） 

 

 

 

 

 

 

■ 分析及び評価 

「居宅介護」のサービス見込量と実績量をみると、平成２４・２５年度とも実人 

数は見込量を達成しているが、利用時間については見込みより少なくなっている。 

この要因としては、必要な人に必要な量のサービスが行き届いてきたことや、年 

    齢の加齢に伴い、介護保険への移行等による影響だと考えられる。 

また、「同行援護」については平成２３年１０月から視覚障害者に対する移動支援 

   としてできた制度であり、実人数はほぼ見込どおりであったが、利用時間は４３％に 

留まった。「行動援護」については、行動の際の危険を回避するために必要な支援や 

外出支援を行うものであり、実人数・利用時間ともに見込量を上回った。 

訪問系サービスについては、障害者の地域生活を支える基本事業であり、今後も 

地域移行の推進の観点からサービスの利用量が増加することが予測されるため、 

事業所の充実が必要となっている。 

 

区   

分 
単位 

平成２４年度 平成２５年度 
進捗率 

見込 実績 見込 実績 

居宅介護 
実人数（／月） ７５ ８９ ７７ ８２ １１３％ 

時間分（／月） １，５１８ １，３４４ １，７７１ １，３３６ ８１％ 

重度訪問

介護 

実人数（／月） １ １ １ １ １００％ 

時間分（／月） １３８ ８ １３８ １２ ７％ 

重度障害

者等包括

支援 

実人数（／月） １ ０ １ ０ ０％ 

時間分（／月） １２０ ０ １２０ ０ ０％ 

同行援護 
実人数（／月） ４ ４ ６ ５ ９０％ 

時間分（／月） ６０ ２８ ９０ ３６ ４３％ 

行動援護 
実人数（／月） ６ １７ ８ ２７ ３１４％ 

時間分（／月） ９０ ９８ １２０ １７２ １２９％ 

○ 平成２４年度から地域移行支援や地域定着支援の実施、精神障害者の利用拡大と

地域移行を進める上で利用の増加などにより、訪問系サービス（居宅介護、重度訪

問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援）の需要が増えることが予想

されます。訪問系サービスは、地域生活を支える基本事業であるため、必要とされ

るサービス量を確保するために事業所の充実に努めます。 

○ 地域生活が円滑に送れるように、障害の種類や程度に応じて適切なサービスが提

供できるよう、それぞれの障害の特性を理解したホームヘルパーの養成を事業所に

働きかけていきます。 

資料 ３ 
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⑵ 日中活動系サービス 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ２６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 分析及び評価 

「就労移行支援」については、実人数は見込を達成したが、利用日数については平 

成２５年度は見込を達成できなかった。また、市内に事業所の確保はできなかった。 

「就労継続支援（Ａ型）」と「就労継続支援（Ｂ型）」については、本市内に支援事 

業所が開設されたことに伴い、実人数・利用日数ともに増加した。特に「就労継続支援

（Ａ型）」については、新規で３事業所を確保した。障害のある方の就労支援について

は、自立支援協議会の就労部会等を通じ、就労の場の情報提供や関係機関のネットワー

ク強化に努めた。 

療養介護については、平成２４年４月より、児童福祉法の一部改正に伴い、重症心 

身障害児施設等が年齢に応じ、１８歳以上の方が、療養介護の対象となったため増加 

した。短期入所については、市内事業所の開設等の要因により増加している。 

 

区   分 単位 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

生活介護 
実人数（／月） ９０ １１５ ９２ １１７ １２７％ 

人日分（／月） １,９３５ ２，２３４ １９７８ ２，１７３ １１３％ 

自立訓練（機能訓

練） 

実人数（／月）  ２ ５ ２ ６ ２７５％ 

人日分（／月） ４３ ３３ ４３ ４１ ８６％ 

自立訓練（生活訓

練） 

実人数（／月） １１ ８ １２ ６ ６１％ 

人日分（／月） ２３７ １０１ ２５８ ２６ ２６％ 

就労移行支援 
実人数（／月） ６ １０ ８ １４ １７１％ 

人日分（／月） １２９ １４１ １７２ １３３ ９１％ 

就労継続支援（Ａ

型） 

実人数（／月） ２２ ３５ ２４ ５１ １８７％ 

人日分（／月） ４７３ ５１８ ５１６ ７４３ １２８％ 

就労継続支援（Ｂ

型） 

実人数（／月） ８８ １２５ ８６ １３５ １４９％ 

人日分（／月） １,８９２ １,８８４ １,８４９ ２,０４４ １０５％ 

療養介護 
実人数（／月） １０ ２７ １０ ２７ ２７０％ 

人分（／月） １０ ７６９ １０ ７９７ ７８３％ 

短期入所 
実人数（／月） １３ ３８ １３ ３４ ２７７％ 

人日分（／月） ３９ １０２ ３９ ８２ ２３６％ 

○ 日中活動系サービス（生活介護、療養介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支

援）については、新体系移行や精神障害者の施策が充実するに伴い今後も利用者の増

加が見込まれることから、サービス提供を促進していきます。 

○ 特に、就労移行支援、就労継続支援事業Ａ型の提供主体を確保し、障害のある方の

就労支援を推進します。また、就労の場の掘り起こしや福祉・労働・教育等の関係機

関のネットワークを強化・充実します。 

○ 短期入所については、利用者が必要とするときに利用できるよう、サービス事業所

との調整を通じて、受け入れ体制の確保・充実を図ります。重度の方や医療ケアが必

要な方に対応できるように事業所への働きかけに努めます。 

○ 地域自立支援協議会を活用することなどにより障害福祉サービス事業者の意向把

握や充実に努め、また、情報提供等を行うことにより、事業者の新規分野参入を支援

します。 
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⑶ 居住系サービス 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ２７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 分析及び評価 

居住系サービスについては、「共同生活援助」と「共同生活介護」の利用者数が見込を

達成した。その要因として事業所の増加が原因と考えられる。 

今後、介護が必要な障害者の共同生活援助への新規入居や入居後に介護が必要となる

ケースが見込まれる。こうした背景を踏まえ、共同生活を行なう住居でのケアを柔軟に

行えるように平成２６年４月から共同生活援助に一元化されることとなった。 

 

 

区   分 単位 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

共同生活援助 人分（／月） ２５ ４５ ２５ ４９ １８８％ 

共同生活介護 人分（／月） ２０ ４９ ２３ ３４ １９３％ 

施設入所支援 人分（／月） ７９ ７８ ７５ ７８ １０１％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 社会福祉法人をはじめＮＰＯ法人等の民間活力を活用し、重度障害のある人や障害の

特性に応じたグループホームやケアホームの整備を促進するとともに、情報を提供し、

居住の場の確保を図ります。 

○ グループホームやケアホームの整備を促進するため、公営住宅、空き家などを活用し

た整備手法の検討を進めるとともに、利用者の負担軽減を図ることを目的に家賃に対す

る助成を実施します。 
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⑷ 相談支援（サービス利用計画作成） 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ２７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 分析及び評価 

    専門的な相談体制を確保するために、相談支援事業所の設立について、関係機関と協

議を行った。本計画策定時は、相談支援事業所は、鳥栖三養基地区総合相談支援センタ

ーのみだったが、平成２４年に２事業所増加した。法改正に伴い、すべての障害福祉サ

ービス利用者に、「サービス等利用計画」の策定が必要であり、相談体制の構築が必要で

ある。 

 

区   分 単位 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

計画相談支援 人分（／月） １０３ ６ ２０６ ８８ ３０％ 

地域移行支援 人分（／月） ４ ０ ４ ０ ０％ 

地域定着支援 人分（／月） ４ ０ ４ ０ ０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 利用者一人ひとりの特性やニーズに応じた障害福祉サービスの利用に結びつけられる

よう、相談に応じて利用者の把握を行い、利用者のサービス利用への手助けや適切なサ

ービス量の確保の手助けを行います。また、利用者自身でサービス量の管理が難しい場

合には、サービス利用計画の作成を行いサービス量の管理・調整を行います。 

○ 今後、利用者のサービス利用を進めていくためにも、関係機関との連携を図り、相談

支援専門員の養成や確保を働きかけ、専門的な相談体制の確保を図ります。また、地域

障害者自立支援協議会において、サービス利用支援内容のチェックも行い、適正化に努

めます。 
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２ 地域生活支援事業 

⑴ 相談支援事業 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ３０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 分析と評価 

   鳥栖・三養基地区自立支援協議会の部会として、平成２５年度より権利擁護部会を設立

し、司法書士・社会福祉士等の専門家と連携した相談支援体制の充実に努めた。 

   今後も引き続き、障害者の支援体制整備を図るため、関係機関と連携し、地域の課題

改善に取り組む。 

また、平成２４年１０月より施行された「障害者虐待防止法」に基づき、平成２４年１

０月に市社会福祉課内に「虐待防止センター」を設置した。平成２５年４月からは、鳥栖

三養基地区の１市３町合同で、総合相談支援センター「キャッチ」内に「虐待防止センタ

ー」を移設して、障害者の権利擁護に努めた。 

 
 

区   分 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

相談支援事業 

 

障害者相談支援事業 実施か所数 １ ３ １ ３ ３００％ 

地域自立支援協議会 実施か所数 １ １ １ １ １００％ 

相談支援事業 
利用件数 

（／月） 
１５０ ４０３ １５０ ４９５ ２９９％ 

成年後見制度利用支援事

業 

(実施の 

有無） 
有 ０ 有 ０ ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 障害のある人やその家族を対象とする相談支援事業を実施し、地域における生活を総合

的にサポートします。 

○ 施設入所者の地域移行や退院可能な精神障害者の退院、きわめて重度の障害のために特

別な支援が必要な場合などについては、サービスを適切に組合せることで自立した生活が

営めるよう、「サービス利用計画」を作成し、サービス利用状況の確認・調整等を行いま

す。 

○ あらゆる機会を捉えて、総合相談支援センター「キャッチ」の周知を図ります。 

○ 地域自立支援協議会の中で利用しやすい権利擁護の制度などについて協議するととも

に、司法書士、社会福祉士等専門家グループと連携した相談支援体制の充実を図ります。 
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⑵ コミュニケーション支援事業 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ３０） 

 

 

 

 

 

 

■ 分析及び評価 

「コミュニケーション支援事業」の実績をみると、平成２４・２５年度ともに見込みより

実績が少ない状況となっている。平成２６年度より広域においてコミュニケーション支援

事業の担い手である手話通訳者の人材の育成のため、養成研修事業を行うこととした。 

 

区   分 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

コミュニケーション 

支援事業 
実人数 ３０ ２７ ３０ ２２ ８２％ 

 
（内訳） 

区   分 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

コミュニケーション支援事業    

 

手話奉仕員・要約筆記者派

遣 
実人数 １５ ２７ １５ ２２ １６３％ 

手話通訳 

設置 
実人数 有 有 有 有  

その他 

（点訳等） 
実人数 １５ ０ １５ ０ ０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 聴覚及び音声・言語機能障害のある人の外出や社会参加を支援するため、手話通訳者、

要約筆記者の設置・派遣体制を充実させ、情報バリアフリーの環境づくりを推進するとと

もに、広報活動を行い広く周知します。 

○ 地域における手話通訳者等を把握するとともに、ボランティア団体や手話サークル等と

の連携を強化し、手話通訳者や要約筆記者の人材の育成と確保に努めます。 
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⑶ 日常生活用具給付等事業 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ３１） 

 

 

 

 

■ 分析及び評価 

「日常生活用具給付事業」は、各々の用具に耐用年数が定められているため、年度によっ

て、給付のばらつきがみられるが、推計給付件数に対し、実給付総件数は、１２６％の達成

状況となっている。また、障害者ハンドブックをホームページに掲載するなど制度の周知に

努めた。 

 

区   分 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

日常生活用具給付等事業 

 

介護・訓練支援用具 給付件数 ６ ３ ６  ７ ８３％ 

自立生活支援用具 給付件数 １０  
１３ １０ ６ ９５％ 

在宅療養等支援用具 給付件数 ８  
５ ８ ８ ８１％ 

情報・意思疎通支援用

具 
給付件数 １４  ９ １４ １２ ７５％ 

排せつ管理支援用具 給付件数 ７００  ８７８ ７２０ ９５４ １２９％ 

住宅改修費 給付件数 ５  ２ ５ １ ３０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 障害のある人が安定した日常生活を送るため、日常生活用具の利用希望者の把握に努め

るとともに、日常生活用具給付等事業の周知を図り、障害の種類や程度といったそれぞれ

の特性にあった適切な日常生活用具の給付に努めます。 
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⑷ 移動支援事業 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ３２） 

 

 

 

 

■ 分析及び評価 

「移動支援事業」では、実施か所数、実人数は、実績が見込量を上回っているが、平成２

４年度の時間数は、実績が見込量を大きく下回っている。原因としては、平成２４年度に市

内に放課後等デイサービス事業所が新設され、一時的に利用者が流れたためだと考えられる。

平成２５年度については、実績はほぼ見込通りとなっている。移動支援事業の周知について

は、今後もホームページ等で啓発に努める。 

 

区   分 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

移動支援事

業 

実施 

か所数 
１３ １４ １４ １７ １１５％ 

実人数 ５６ ８２ ５８ ９８ １５８％ 

延時間数 ２,５５０ １，５４０ ２,６００ ２，５８４ ８０％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 障害のある人の社会参加や余暇活動を促すため、移動支援事業の周知に努めるととも

に、多様なニーズに沿った柔軟な事業の実施を検討します。 

○ 福祉サービス事業者へ、専門的人材の確保及びその質的向上を図るよう働きかけていき

ます。 
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⑸ 地域活動支援センター事業 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ３２） 

 

 

 

 

 

 

■ 分析及び評価 

平成２２年度に１事業所が「地域活動支援センター」から「障害福祉サービス事業所」

に移行した以降は、３事業所のままで変動なし。 
  
 

区   分 単位 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

地域活動支援 

センター事業 

実施 

か所数 
３ ３ ３ ３ 100％ 

地域活動支援センター機能強化事業 

 

地域活動支援 

センターⅡ型 

実施 

か所数 
１ １ １ １ 100％ 

地域活動支援 

センターⅢ型 

実施 

か所数 
２ ２ ２ ２ 100％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 専門職員を配置し、福祉、保健、医療、教育及び地域の社会基盤との連携強化のための

調整、ボランティアの育成、障害に対する理解促進を図るための普及啓発、社会適応の支

援等の事業を推進します。 

○ 地域活動支援センターに通うことができる障害のある人の把握に努め、障害の特性に合

わせた活動の場の拡大及び活動内容の充実を図ります。 

○ 障害のある人にとって活動の場となる地域活動支援センターが、専門的な相談に応じら

れることは重要であるため、専門的な相談体制の確保に努めます。 
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⑹ その他事業 

■ 見込量を確保するための方策（計画書Ｐ３４） 

 

 

 

 

 

 

■ 分析及び評価 

  「福祉ホーム」事業については、平成２３年度中に対象者が退所したこともあり、見込量

の８割にとどまった。 

「日中一時支援事業」については、実人数が増えたが、延日数は見込量の８割の実績に

とどまった。要因としては、平成２４年４月から始まった放課後等デイサービスに利用者

が移行したことによるものと考えられる。事業内容については、ホームページ等で啓発に

努めた。 

 

区   分 
平成２４年度 平成２５年度 

進捗率 
見込 実績 見込 実績 

その他事業 

 

福祉ホーム事

業 
実人数 ５ ４ ５ ４ ８０％ 

訪問入浴サー

ビス事業 

実人数 １ １ １ ２ １５０％ 

延日数 ４８ ６４ ４８ １２４ １９５％ 

更生訓練費給

付事業 
実人数 ２ ０ ２ ０ ０ 

日中一時支援

事業 

実施か所数 １３ １５ １４ １７ １１９％ 

実人数 ５０ ９０ ５３ １０２ １８６％ 

延日数 １，６５０ １，４４４ １，７００ １，２５６ ８１％ 

社会参加促進

事業 
実人数 ３ ４ ３ ４ １３３％ 

 

 

 

 

 

 

 

○ 事業内容の広報、啓発に努めるとともに、事業の利用促進を図り、障害のある人やその

家族の支援に努めます。 

○ また、障害のある人の利用ニーズを把握し、障害の特性に合わせた適切なサービスを利

用できるよう努めます。 

○ 福祉サービス事業者と連携し、必要なサービス量の確保に努めます。 
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３ 障害福祉サービスの課題 

⑴ 訪問系サービス 

   ◇ 訪問系サービスについては、障害者の地域生活を支える基本事業であり、今後も 

地域移行の推進の観点から、今後もサービスの利用量が増加することが予測され、

事業所の充実が必要となっている。 

 

⑵ 日中活動系サービス 

   ◇ 就労移行支援については、市内に事業所の確保が必要である。 

 

⑶ 居住系サービス 

   ◇ 介護が必要な障害者の生活援助への新規入居や入居後に介護が必要なケースが見

込まれる。 

 

⑷ 相談支援 

   ◇ 法改正に伴い、すべての障害福祉サービス利用者に、「サービス等利用計画」の策

定が必要であり、圏域内の相談体制の構築が必要である。 

 

 

４ 地域生活支援事業の課題 

⑴ 相談支援事業 

   ◇ 障害者の支援体制整備を図るため、関係機関と連携し、地域の課題改善に取り組

む必要がある。 

 

⑵ コミュニケーション支援事業 

   ◇ コミュニケーション支援事業の担い手である手話通訳者の人材育成には時間がか

かるため、行政が主導し、養成等の研修を行う必要がある。 

 

⑶ 日常生活用具給付等事業 

⑷ 移動支援事業 

⑹ その他事業 

   ◇ 今後もホームページや市報等を利用し、事業内容の周知を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


